
№ 質問内容 回答

1

　技能実習生の受入れをまだ行っていない監理団体であっても、事業

報告書の提出は必要ですか。

　報告対象技能実習事業年度（例えば令和４年度分であれば、同年４月１日から令和５年

３月末まで）に監理団体の許可を受けた団体であれば、技能実習生の受入れの有無にかか

わらず、提出する必要があります。

2

　監理事業を行う事業所が複数ある場合、事業報告書は監理事業を行

う事業所ごとに作成し提出する必要がありますか。

　監理事業を行う事業所ごとに作成し提出する必要があります。

3

　複数の監理事業所をまとめて、１件の事業報告書を提出してもよい

のでしょうか。

　監理事業を行う監理事業所ごとにそれぞれ作成する必要があります。ただし、12欄及び

13欄には、主たる事業所のみ記載し、その他の事業所については空欄としてください。

4

　令和５年１月に、事業報告書の様式が改正されましたが、同年４月

に提出する事業報告書については、改正前の報告書を使用してもよい

のでしょうか。

　令和５年度に提出いただく事業報告書については、同年１月に改正した様式を使用して

いただきますようお願いします。

1

　報告対象技能実習事業年度内に、失踪や途中帰国した実習生がいま

すが、それらの者も計上するのですか。

　失踪や途中帰国したとしても、報告対象技能実習事業年度内に実習監理したこととなり

ますので、実習生の数に計上する必要があります。

2

　報告対象技能実習事業年度内に、１号から２号、２号から３号へと

移行した実習生がいますが、どのように計上すればよいですか。ま

た、失踪や途中帰国した実習生はどのように計上すればよいですか。

　各号の人数は年度内に最終的に属していた号数で計上します。なお、二重計上とならな

いよう注意してください。

例１：年度当初第１号、年度途中から第２号になったもの。→第２号に計上。

例２：年度当初第１号、年度途中から第２号になったが年度途中で帰国や所在不明などに

より実習終了。→第２号に計上。

例３：年度途中に第１号で来日、年度途中で所在不明となり実習終了。→第１号に計上。

〇　事業報告書の提出について

〇　実習監理した技能実習生の数について

〇　監理事業の実務に従事した職員の数について

よくあるご質問（監理団体の事業報告書関係）



№ 質問内容 回答

1

　報告対象技能実習事業年度内に非常勤職員から常勤職員になった者

がいますが、どのように計上すればよいですか。

　常勤、非常勤の別については、年度末日（３月３１日）時点のそれぞれの人数を記載し

てください。

2 　年度途中に退職した者はどのように計上すればよいですか。

　年度途中に退職された方も含めて計上してください（常勤、非常勤の別は退職時点の状

況により計上。）。

1

　講習については、「監理責任者等講習」、「技能実習責任者講

習」、「技能実習指導員講習」及び「生活指導員講習」があります

が、これらについて受講歴があれば、全て記載する必要があります

か。

　報告対象技能実習事業年度内に受講した監理団体向け養成講習（監理責任者等講習）に

ついてのみを記載してください。

1

　事業報告書１０欄の「（a）修了者数」というのは、実際に修了した

人数のことですか。

　また、「（ｂ）やむを得ない不受験者数」というのは具体的にはど

のような理由の実習生を計上するのですか。

　報告対象技能実習事業年度内に修了した者及び修了予定であったが失踪や途中帰国した

者の合計を記載してください。

　「やむを得ない不受検者」とは、病気や怪我、実習生の事情により途中帰国した場合、

監理団体や実習実施者の責めによらない行方不明等により受検できなかった場合です。な

お、不受検の理由が実習生の自己判断による受検許否は含まれません。

※１０欄の記載

　受検対象者数（A) ＝ 修了者数（修了者及び修了予定であった者） － やむを得ない不受検者数（失踪や途中帰国した者）

2

　試験に合格したものの、実習実施者や監理団体の責めによらない行

方不明、技能実習生の事情による途中帰国、技能実習生の病気や怪我

により、技能実習が修了しなかった者はどこに計上すればよいです

か。

　技能実習を修了していないため、ここでは、やむを得ない不受検者数に計上してくださ

い。

3

　合格したときの監理団体と、合格後に転籍し修了したときの監理団

体が異なる場合、どのように計上すればよいですか。

　（試験に合格したときの監理団体をA、合格後転籍し修了したときの監理団体をBとし

て）Aの方でカウントしてください。この場合の合格率の計算における修了者の人数につ

いては、Bに転籍し修了した者も、計算上Aの修了者人数にカウントすることとしてくだ

さい（Bには修了者数、合格者数いずれもカウントしない。）。

〇　技能検定等受検状況について

〇　講習受講歴について



№ 質問内容 回答

4

　試験については、報告対象技能実習事業年度内に受験、合格したも

のの、修了するのが次の技能実習年度というような場合、どのように

計上すればよいですか。

　報告対象技能実習年度内に受検した者であっても、その段階の技能実習の修了予定が、

次の技能実習年度の場合は、次の技能実習年度の修了者、合格者として計上してくださ

い。

1

　監理事業所が複数あって、一つの監理事業所で一括してすべての監

理事業所の監理費を徴収している場合、実際に徴収した監理事業所が

すべての事業所の監理費をまとめて報告してもよいのでしょうか。

　実際に徴収した監理事業所がまとめて報告することで差し支えありませんが、他の監理

事業所においても二重に計上することのないよう注意してください。なお、この場合で

も、監理団体は監理費の収支を明らかにするために監理費管理簿を監理事業所ごとに作成

し、それぞれの事務所に備え置くことが必要です。

2

　14欄「③技能実習生１名当たりの監理費の額」とは、具体的にどの

ように算出すればよいのでしょうか。

　「徴収額内訳」の「総計」を、定期費用については「合計在籍月」で除し、また、不定

期費用については「徴収した技能実習生数」で除すことで算出してください。なお、外国

人技能実習機構のホームページに掲載しているエクセルファイル形式の事業報告書別紙を

使用いただければ、技能実習生１名当たりの監理費の額は自動で計算されますので、事業

報告書を作成いただく職員の方において、特段の計算は不要です。

3

　14欄「④徴収額内訳」や「⑤支出額内訳」について、「徴収額」、

「支出額」とはどのようなものを計上すればよいですか。

　本欄については、報告対象技能実習事業年度内に作成した監理費管理簿（注）などを参

照し、それぞれ計上してください。

　なお、監理団体が実習実施者から徴収する監理費については、実費を超えない額で徴収

することとされていることに留意してください。

　（注）技能実習法第４１条及び同法施行規則第５４条第１項第２号において、監理団体

は、監理事業を行う事業所に監理費に係る管理簿を作成し、備えておかなければならない

とされています。監理費に係る管理簿については、技能実習制度運用要領において、参考

様式として、監理費管理簿（参考様式第４-５号）を示しています。

〇　事業報告書に計上する監理費について



№ 質問内容 回答

4

　14欄「④徴収額内訳」や「⑤支出額内訳」の記載に当たり、注意す

べき点はありますか。

　14欄「④徴収額内訳」及び「⑤支出額内訳」については、報告対象技能実習事業年度期

間中に監理費として徴収・支出した額が報告対象となります。

　徴収額については、報告対象技能実習事業年度内に実際に徴収した監理費のみ算入し、

当該年度内に徴収予定であったが、実際には徴収することができなかった監理費について

は、翌年度以降の徴収額に算入してください。

　また、支出額については、年度末までに支出することとしたものの、事務処理の都合

上、支出が４月１日以降なってしまった場合などでも、実際の支出日が報告対象技能実習

事業年度内であれば支出額に算入してください。

5

　「定期費用」や「不定期費用」とは、どのように計上すればよいで

しょうか。

　「定期費用」には、監理団体が実習実施者から、定期的に徴収する監理費を計上してく

ださい。定期的に徴収するとは、監理団体において立て替えたものを事後に分割して定期

に渡って徴収する場合などが想定されます。

　「不定期費用」には、監理団体が実習実施者から、「定期費用」以外に、費用の発生ご

とに徴収する監理費を計上してください。例えば実習中の事故対策費や自然災害対応費等

を想定しています。

6

　実習実施者から監理事業に使用する金銭について預託を受けていま

したが、事業報告年度内に監理費として使用せず預かったままの金銭

についても徴収額として計上する必要はありますか。

　預託を受けた金銭であって、報告年度内に精算せず、監理費として徴収しなかったもの

については徴収額として計上しないでください。

　一方、これらの金銭について、報告年度内に監理費として精算し、徴収した場合には、

該当する費目に分類した上で、計上してください。

　なお、当該徴収を定期的に行っている場合には、「定期費用」として計上してくださ

い。



№ 質問内容 回答

7 　職業紹介費はどのようなものを計上すればよいですか。

　実習実施者等と技能実習生等との間における雇用関係の成立の斡旋に係る事務に要する

費用を計上してください。

「募集及び選抜に要する費用」→技能実習生候補者の選抜・面接を行うために必要となる

費用を計上してください。例えば、監理団体職員が送出国へ渡航する際に必要となる人件

費・旅費・宿泊費・交通費や実習実施者・送出機関との連絡・協議に要する費用、これら

に際して通訳を依頼した場合はその謝金などが該当します。職業紹介に要する人件費等固

定経費については、全てこちらに計上してください。

「健康診断費用」→入国前・入国後に技能実習を開始するに当たって実施した技能実習生

の健康診断に要する費用を計上してください。

「外国の送出機関に支払う費用」→監理団体と送出機関との間で締結した協定に基づき、

実習実施者から徴収し、監理団体から送出機関に対して支払われる費用を計上してくださ

い。例えば、送出管理費などが該当します。

8 　講習費はどのようなものを計上すればよいですか。

　入国前講習及び入国後講習に要する費用を計上してください。

「入国前講習に要する費用」→入国前講習を実施する際に必要となる費用を計上してくだ

さい。例えば、教材費や講習委託費用などが該当します。

「入国後講習に要する費用」→入国後講習を実施する際に必要となる費用を計上してくだ

さい。例えば、当該業務に従事する監理団体職員の人件費・交通費（講習中の技能実習生

の送迎のみではなく、日本への入国後に空海港への迎えに要する費用を含む。）施設使用

料、講師や通訳への謝金、教材費、入国後講習を外部委託している場合は、その委託費用

などが該当します。なお、入国後講習に要する人件費等固定経費については、全てこちら

に計上してください。

「入国後講習における手当」→技能実習生に対して入国後講習時に支給する手当に要する

費用を計上してください。なお、手当の一部を現物支給している場合は、これに要した費

用も計上してください。



№ 質問内容 回答

9 　監査指導費はどのようなものを計上すればよいですか。

　技能実習の実施に関する監理に要する費用を計上してください。

「監査に要する費用」→監査を行う際に必要となる費用を計上してください。例えば、監

査を実施する監理団体職員の人件費や交通費、通訳への謝金などが該当します。

「訪問指導に要する費用」→訪問指導を行う際に必要となる費用を計上してください。例

えば、第１号技能実習に係る訪問指導を実施する監理団体職員の人件費や交通費、通訳へ

の謝金などが該当します。なお、第２号技能実習及び第３号技能実習に係る監理業務とし

て、実習実施者に対し、監査とは別に訪問指導を行っている場合、当該訪問指導に要した

費用については、「その他諸経費」に計上してください。

10 　その他諸経費とはどのようなものを計上すればよいですか。

　その他技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に資する費用を計上してください。

「来日渡航費」→技能実習生が送出国から日本に最初に入国するために必要となる費用を

計上してください。

「一時帰国のための渡航費」→第２号技能実習から第３号技能実習に移行する際などの、

本国に一時帰国し、その後、日本に再入国する際に必要となる費用を計上してください。

「帰国のための渡航費」→技能実習を終了し、本国へ帰国する際に必要となる費用を計上

してください。

「技能実習生からの相談・支援に要する費用」→技能実習生からの個別の相談やそれに伴

い支援を行う際に必要となる費用を計上してください。例えば、当該業務に従事する監理

団体職員の人件費・交通費・通訳への謝金などが該当します。

「事務所経費」→監理事業所の賃料や光熱水費、通信費などの固定経費を言います。監理

事業を行う上で必要となる同費用については、全てこちらに記載してください。

「上記以外の費用」→「職業紹介費」、「講習費」及び「監査指導費」のいずれにも該当

しない監理費であって、かつ、「来日渡航費」、「一時帰国のための渡航費」、「帰国の

ための渡航費」及び「事務所経費」のいずれにも該当しない監理費を言います。例えば、

技能実習生への相談・支援に要する費用、技能検定等の受検に要する費用、「職業紹介

費」等に該当しない人件費などが該当します。
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11

　１名の職員が入国後講習や監査等複数の業務を兼任している場合、

人件費はどのように計上すればよいでしょうか。

　複数の監理業務を兼務されている職員の方の人件費については、その方が従事する業務

の割合などで人件費を振り分けていただくなど、「職業紹介費」、「講習費」、「監査指

導費」及び「その他諸経費」のいずれかの費用にまとめて計上するのではなく、可能な限

り振り分けて計上してください。

12

　交通費や旅費について、例えばA社に訪問指導を行った後、続けてB

社に監査を行うなど複数の監理業務を連続して行うことがあり、費用

ごとの振り分けが困難な場合はどのすればよいでしょうか。

　複数の監理業務を連続して行うなど、業務ごとの振り分けが困難な場合には、監理団体

としての業務割合に応じて該当する費用に振り分けてください。

13 　監理事業所の賃貸料は事業報告書に計上する必要がありますか。

　監理事業を行う事業所が、監理団体の母体である中小企業組合や商工会議所等の法人の

主たる事業所とは独立して設置されている場合には監理事業所の賃貸料金のみを「Ⅴその

他諸経費」のうちの「事務所経費」に計上してください。組合等の主たる事業所と監理事

業所が同じ所在である場合は計上不要です。

1

　直近の事業年度に係る貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書と

は、いつ時点のものを提出すればよいのですか。

　報告対象技能実習事業年度内に決算期を迎えた決算書類をご提出下さい。例えば3月末

決算の場合、事業報告書を提出する日において、当該年度の決算書類が総会決議等の都合

により未確定の場合は、一期前の決算書類を提出してください。

　決算期と報告対象技能実習事業年度が異なることは当然想定されますので、事業報告書

の作成に当たっては、監理費管理簿を参照ください。

　なお、監理事業所が複数ある場合は本部の事業報告書にのみ決算書類を添付してくださ

い。

2

　訪問指導記録書（参考様式第4-10号）、外部監査報告書（参考様式

第4-12号）及び外部監査報告書（同行監査）（参考様式第4-13号）

等は、独自様式を使用してもよろしいでしょうか。

　独自の様式でも構いませんが、参考様式にある項目は必ず網羅していただくようお願い

します。

3

　訪問指導記録書（参考様式第4-10号）について、最大12か月分記

載可能ですが、訪問指導を行った場合には、１ヶ月分のものであって

も提出は必要ですか。

　報告対象技能実習事業年度内に１度でも訪問指導を行った場合には、訪問指導記録書

（写し）を提出してください。

〇　添付資料について
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4

　報告対象技能実習事業年度期間中、入国後講習中の技能実習生のみ

である場合、訪問指導記録書（参考様式第4-10号）は提出する必要が

ありますか。

　入国後講習中の技能実習生のみである場合には、訪問指導記録書（写し）の提出は不要

です。ただし、事業報告書には技能実習生として計上する必要があります。

　なお、提出しない場合は、事業報告書「15 備考」欄に書類名とその理由を簡潔に記載

してください。

5

　外部監査報告書（参考様式第４-12号）及び外部監査報告書（同行

監査）（参考様式第４-13号）について、技能実習生の受入れがない

場合でも、提出する必要がありますか。

　技能実習生の受入れがない場合でも監理団体が雇用契約の成立のあっせん等の監理事業

を開始している場合には、外部監査人による外部監査が必要です。報告対象技能実習事業

年度内に外部監査、外部監査（同行監査）を実施した場合は報告書（写し）を提出してく

ださい。

　なお、提出しない場合は、事業報告書「15 備考」欄に書類名及び提出しない理由を簡

潔に記載してください。

6

　外部監査人ではなく、外部役員を置いている場合、外部役員確認書

（参考様式第4-14号）の提出は必要ですか。

　外部役員確認書については、事業報告書への添付は不要です。ただし、監理事業を行う

事業所ごとに、帳簿関係書類としていつでも確認できるよう備え付けておく必要がありま

す。

7

　「一般監理事業」の許可を受けた団体は優良要件適合申告書（参考

様式第2-1４号）の提出が必要ですが、内容はいつ時点のものを提出

すればよいのですか。

　一般監理事業の許可を受けた団体に対しては、報告対象技能実習事業年度末の時点で、

優良要件を満たしていることを確認します。よって、優良要件適合申告書については、報

告対象技能実習事業年度末の内容（202２年度は20２０年4月1日から202３年３月31

日までの期間）で作成して下さい。なお、監理事業所が複数ある場合は本部の事業報告書

だけに添付して下さい。

　なお、優良要件適合申告書に係る別紙１～４や疎明資料については、原則提出不要で

す。

8

　優良要件適合申告書の様式は、202２年1月に変更されています

が、旧様式で提出しても構いませんか。

　以前の様式は、旧配点と新配点を選択できるようになっていたところ、既に旧配点は適

用されませんので、変更後の新様式で提出願います。

※旧様式で提出のあった場合は、新様式での再提出をお願いすることとなります。



№ 質問内容 回答

9

　複数の監理事業所がある場合、添付書類についてはどのようにすれ

ばよいですか。

　以下のようにしていただくようお願いします。

　１　主たる監理事業所のみに添付する書類

　　　①決算書類②優良要件適合申告書（一般監理事業の許可を受けた団体のみ）

　２　監理事業所ごとに添付する書類

　　　①訪問指導記録書（写し）②外部監査報告書（写し）③外部監査報告書（同行監

査）（写し）

　なお、添付書類は分量が多い場合でも監理事業所ごとにまとめて提出してください。

1

　令和５年１月に改正された事業報告書では、ＱＲコード付きＰＤＦ

フォームを使用することはできないのですか。

　改正後の事業報告書に対応したＱＲコード付きＰＤＦフォームについては、現在改修作

業を行っているところですので、令和４年度分の事業報告書においては、活用いただくこ

とができません。

〇　その他




